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第２章 計画に掲げる成果目標 

国の基本指針及び大阪府の基本的な考え方に基づき、障害者の自立支援のための地域生活移

行や就労支援等への対応、また、障害児とその家族に対する障害児通所支援等の身近な地域にお

ける提供体制の整備等を進めるため、計画期間における以下の成果目標を設定します。 

 

１ 施設入所者の地域生活への移行 

施設入所者の地域生活への移行については、第６期計画の実績を踏まえ、国が定める基本指針

に基づき令和８年度における数値目標を設定します。 

 

（１）第６期障害福祉計画の達成状況 

項目 計画数値 実績 備考 

令和元年度末時点の入所者数
（Ａ） 

６７人  平成１７年１０月１日の入所者 

目標年度入所者数（Ｂ） ６６人 ７１人 令和５年度末時点の入所者数の見込み 

【目標値】 

地域生活移行人数（Ｃ） 

５人 １０人 
令和元年度末からの施設入所から地域
（グループホーム等含む）への移行見込み 

７．５％ １４．９％ 移行割合（Ｃ／Ａ） 

【目標値】 

削減見込み（Ｄ） 
１人 －４人 

令和元年度末時点から令和５年度末まで
の施設入所者の削減数（Ａ－Ｂ） 

 

（２）第７期障害福祉計画の目標 

【国の目標値】 

 〇施設入所者の地域生活への移行：令和４年度末施設入所者数の６％以上 

 〇施設入所者数の削減：令和４年度末の５％以上削減（大阪府：１．７％以上削減） 

項目 計画数値 備考 

令和４年度末時点の入所者数（Ａ） ７１人  

目標年度入所者数（Ｂ） ６９人 令和８年度末時点の入所者数の見込み 

【目標値】 

地域生活移行人数（Ｃ） 

５人 
令和４年度末からの施設入所から地域（グルー
プホーム等含む）への移行見込み 

７．０％ 移行割合（Ｃ／Ａ） 

【目標値】 

削減見込み（Ｄ） 
２人 

令和４年度末時点から令和８年度末までの施設
入所者の削減数（Ａ－Ｂ） 
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２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

（１）第６期障害福祉計画の達成状況 

国の基本指針 大阪府の考え方 
松原市の令和５年度

末目標値 
実績 

令和５年度末における精神障がい者

の精神病床から退院後１年以内の地

域における生活日数の平均を３１６

日以上とすること 

国の基本指針と同

じ 
３１６日以上 ３１６日以上 

令和５年度末の精神病床１年以上の

長期入院患者数（６５歳以上、６５歳

未満）を設定する 

国の基本指針に準

ずるものの、６５

歳以上、６５歳未

満の区別は設けな

い 

１５０人 １４９人 

令和５年度における入院後３か月時

点の退院率を６９％以上、入院後６

か月時点の退院率を８６％以上、入

院後１年時点の退院率を９２％以上

とする 

国の基本指針と同

じ 

入院後３か月時点の

退院率を６９％以上、

入院後６か月時点の

退院率を８６％以上、

入院後１年時点の退

院率を９２％以上 

入院後３か月時点の

退院率を６９％以上、

入院後６か月時点の

退院率を８６％以上、

入院後１年時点の退

院率を９２％以上 

 

（２）第７期障害福祉計画の目標 

国の基本指針 大阪府の考え方 
松原市の 
基準数値 

松原市の令和８年度末
目標値 

令和８年度末における精神障がい

者の精神病床から退院後１年以内

の地域における生活日数の平均を

３２５．３日以上とすること 

国の基本指針と同じ 
国の基本指針と

同じ 
３２６日以上 

令和８年度末の精神病床１年以上の

長期入院患者数（６５歳以上、６５歳

未満）を設定する 

国の基本指針に準ず

るものの、６５歳以

上、６５歳未満の区

別は設けない 

府の考え方と同

じ 
１２５人 

令和８年度における早期退院率 

３か月後６８．９％以上 

６か月後８４．５％以上 

１年後９１．０％以上 

国の基本指針と同じ 
国の基本指針と

同じ 

３か月後６８．９％以上 

６か月後８４．５％以上 

１年後９１．０％以上 
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活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場

の開催回数（回／年） 
２回 ２回 ２回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の

参加者数（人／年） 
２０人 ２０人 ２０人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標

設定及び評価の実施回数（回／年） 

精神障害者が安心して生活していくため

に保健、医療及び福祉関係者で連携体制

の充実を図る 

２回 ２回 ２回 

精神障害のある人の地域移行支援の利用者数 １人 １人 １人 

精神障害のある人の地域定着支援の利用者数 １人 １人 １人 

精神障害のある人の共同生活援助の利用者数 ５９人 ６７人 ７５人 

精神障害のある人の自立生活援助の利用者数 ０人 ０人 ０人 

精神障害のある人の自立訓練（生活訓練） ３人 ３人 ３人 
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３ 地域生活支援拠点等の充実 

（１）第６期障害福祉計画の達成状況 

国の基本指針 大阪府の考え方 松原市の目標値 実績 

令和５年度末までの間、各市町村

又は各圏域に１つ以上の地域生活

支援拠点等を確保しつつ、その機

能の充実のため、年１回以上運用状

況を検証、検討する。 

国の基本指針と同じ 

松原市地域自立支

援協議会にて地域生

活支援拠点について

の協議を行い、拠点

整備を実施する。 

松原市地域自立支

援協議会にて地域生

活支援拠点について

の協議を行い、拠点

整備を実施する。 

 

（２）第７期障害福祉計画の目標 

国の基本指針 大阪府の考え方 
松原市の 
基準数値 

松原市の 
令和８年度末目標値 

令和８年度末までの間、各市町村において

地域生活支援拠点等の機能の充実のため、

コーディネーターの配置、地域生活支援拠

点等の機能を担う障がい福祉サービス事業

所等の担当者の配置、支援ネットワーク等に

よる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体

制の構築を進め、年１回以上、支援の実績等

を踏まえ運用状況を検証及び検討する。 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針と

同じ 

松原市地域自立支援

協議会を活用し、支

援ネットワーク等に

よる効果的な支援体

制及び緊急時の連絡

体制の構築を進め、

年１回以上地域生活

支援拠点等の検証及

び検討を実施する。 

令和８年度末までに強度行動障がい者に関

して、各市町村又は圏域において、支援ニー

ズを把握し、支援体制の整備を進める。 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針と

同じ 

強度行動障害者の支

援ニーズを把握し、

支援体制の整備を進

める。 

 

【地域生活支援拠点等の機能の充実】 

国が示す地域生活支援拠点等の機能は、以下の５つです。 

◎地域生活への移行や親元からの自立等に係る相談 

◎一人暮らし、グループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供 

◎ショートステイの利便性・対応力の向上等による緊急時の受入対応体制の確保 

◎人材の確保・養成・連携等による専門性の確保 

◎サービス拠点の整備及びコーディネーターの配置等による地域の体制づくり 

 

本市では、既存の社会資源を活用し、「面的な整備」として地域生活支援拠点等の機能の一部を

位置づけています。また、基幹相談支援センターを核とし、相談支援事業所、市内事業者との連携

の下、障害者を地域で支える体制づくりを進めています。 
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活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域生活支援拠点等の設置 １か所 １か所 １か所 

地域生活支援拠点等のコーディネーター

の配置人数（人／年） 
１人 １人 １人 

地域生活支援拠点等の検証及び検討の

実施回数（回／年） 
２回 ２回 ２回 

 

【強度行動障害を有する者に対する支援体制の充実】 

強度行動障害者の支援体制の充実を図るために、強度行動障害者の実情や支援ニーズを把握

して、支援体制の整備を行うことが必要となるため、実態調査を行い、大阪府強度行動障がい者

地域連携モデル等を参考に取組を推進します。 

なお、名簿作成対象者は障害福祉サービス等の利用につながっていない方を中心に把握する

ものとします。 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

検証及び検討の実施回数について、年間の見込み数 ２回 ２回 ２回 

対象者の把握による名簿作成（登録者数） ５人 １５人 ２０人 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等 

（１）第６期障害福祉計画の達成状況 

国の基本指針 大阪府の考え方 
松原市の 
基準数値 

松原市の 
令和５年度末 
目標値 

令和４年度の 
実績 

一般就労移行者数：令和５年度ま

でに、令和元年度実績の１．２７倍

以上 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針

と同じ 

（３０×１．２７＝

３８．１） 

４０人 ２３人 

就労移行支援における一般就労

移行者数：令和５年度までに、令

和元年度実績の１．３０倍以上 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針

と同じ 

（２２×１．３０＝

２８．６） 

３１人 １６人 

就労継続支援Ａ型における一般

就労移行者数：令和５年度まで

に、令和元年度実績の１．２６倍以

上 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針

と同じ 

（５×１．２６＝

６．３） 

７人 ７人 

就労継続支援Ｂ型における一般

就労移行者数：令和５年度まで

に、令和元年度実績の１．２３倍以

上 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針

と同じ 

（１×１．２３＝

１．２３） 

２人 ０人 

一般就労移行者数のうち就労定

着支援の利用者数：令和５年度に

おいて７割 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針

と同じ 
７割 ８割 

就労定着支援事業所の職場定着

率の増加：就労定着支援の職場定

着率が８割以上 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針

と同じ 
８割 １０割 

就労継続支援（Ｂ型）事業所にお

ける工賃の月額平均額 

個々の事業所が

設定した目標工

賃を踏まえて大

阪府が目標値を

設定 

９，９３５円 ９，９５３円 １１，６５８円 
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（２）第７期障害福祉計画の目標 

国の基本指針 大阪府の考え方 
松原市の 
基準数値 

松原市の 
令和８年度末 
目標値 

一般就労への移行者数：令和３

年度実績の１．２８倍以上 

そのうち 

就労移行支援１．３１倍以上 

就労継続支援Ａ型１．２９倍以上 

就労継続支援Ｂ型１．２８倍以上 

国の基本指針と同

じ 

国の基本指針と同じ 

（１９×１．２８＝２４．３） 

（１２×１．３１＝１５．７） 

（３×１．２９＝３．８） 

（３×１．２８＝３．８） 

一般就労への移行者数 

２５人 

うち就労移行支援 

１７人 

うち就労継続支援Ａ型

４人 

うち就労継続支援Ｂ型

４人 

就労移行支援事業利用終了者

に占める一般就労へ移行した

者の割合が５割以上の事業所：

就労移行支援事業所の５割以

上（大阪府：６割以上） 

就労移行支援事業

利用終了者に占め

る一般就労へ移行

した者の割合が５割

以上の事業所：就労

移行支援事業所の

６割以上 

― 

（市内に事業所がない

ため） 

― 

（市内に事業所がない

ため） 

就労定着支援事業の利用者

数：令和３年度末実績の１．４１

倍以上 

国の基本指針と同

じ 
（１８×１．４１＝２５．３） ２６人 

就労定着支援事業利用終了後

一定期間の就労定着率が７割

以上となる就労定着支援事業

所の割合：２割５分以上 

国の基本指針に加

えて就労支援のネ

ットワークを強化

し、雇用、福祉等の

関係機関が連携し

た支援体制の構築

を推進するため、協

議会（就労支援部

会）等を設けて取組

を進める。 

府の考え方と同じ 

国の基本指針に加えて

就労支援のネットワー

クを強化し、雇用、福祉

等の関係機関が連携し

た支援体制の構築を推

進するため、協議会等

で取組を進める。 

就労継続支援（Ｂ型）事業所に

おける工賃の月額平均額 

個々の事業所が設

定した目標工賃を

踏まえて大阪府が

目標値を設定する。 

１０，１８３円 １１，７０８円 
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５ 障害児支援の提供体制の整備等 

（１）第２期障害児福祉計画の達成状況 

国の基本指針 
大阪府の 
考え方 

松原市の 
基準数値 

松原市の 
令和５年度末 
目標値 

実績 

令和５年度末までに、児童発達支

援センターを各市町村に少なくと

も１か所以上設置する（圏域での

設置も可）。 

国の基本指針

と同じ 

国の基本指針と

同じ 
１施設 １施設 

令和５年度末までに、全ての市町

村において、保育所等訪問支援

を利用できる体制を構築する。 

国の基本指針

と同じ 

国の基本指針と

同じ 
１施設 １施設 

令和５年度末までに、主に重症心

身障害児を支援する児童発達支

援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所を各市町村に少なく

とも１か所以上確保する。 

国の基本指針

と同じ 

国の基本指針と

同じ 
１施設 ３施設 

令和５年度末までに、各都道府

県、各圏域及び各市町村におい

て、保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関が連携を図る

ための協議の場を設ける。 

国の基本指針

と同じ 

国の基本指針と

同じ 

平成３０年度 

に設置済み 

平成３０年度 

に設置済み 

令和５年度末までに、各都道府

県、各圏域及び各市町村におい

て、医療的ケア児等に関するコー

ディネーターを配置する。 

国の基本指針

と同じ 

国の基本指針と

同じ 
１名 ２名 
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（２）第３期障害児福祉計画の目標 

国の基本指針 大阪府の考え方 
松原市の 
基準数値 

松原市の令和８年度末
目標値 

令和８年度末までに、児童発達支援セン

ターを各市町村に少なくとも１か所以上

設置する（圏域での設置も可）。 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針と

同じ 
１施設 

令和８年度末までに、全ての市町村にお

いて障害児の地域社会への参加・包容
（インクルージョン）の推進体制を構築
する。 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針と

同じ 

障害児通所支援事業

所等とも連携し、障害

児の地域社会への参

加・包容（インクルージ

ョン）の推進体制を構

築する。 

令和８年度末までに、主に重症心身障害

児を支援する児童発達支援事業所及び

放課後等デイサービス事業所を各市町

村に少なくとも１か所以上設置する。 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針と

同じ 
４施設 

令和８年度末までに、各都道府県、各圏

域及び各市町村において、保健、医療、

障害福祉、保育、教育等の関係機関が連

携を図るための協議の場を活性化する。 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針と

同じ 

松原市地域自立支援

協議会の障害児部会

の場を活用し、協議の

場を設ける。 

令和８年度末までに、各都道府県、各圏

域及び各市町村において、医療的ケア児

等に関するコーディネーターを福祉関

係、医療関係各１名以上配置する。 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針と

同じ 

福祉関係１名 

医療関係１名 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の

受講者数（保護者）及び実施者数（支援者） （人／

年）（人／年） 

６人 ６人 ６人 

０人 ０人 ０人 

ペアレントメンターの人数（人／年） ０人 ０人 ０人 

ピアサポートの活動への参加人数（人／年） ５人 ５人 ５人 

医療的ケア児等に関するコーディネー

ターの配置人数（人／年） 

医療関係 １人 １人 １人 

福祉関係 １人 １人 １人 
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６ 相談支援体制の充実・強化等 

（１）第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画の実績 

国の基本指針 大阪府の考え方 松原市 実績 

令和５年度末までに、市町村

又は圏域において、相談支援

体制の充実・強化等に向けた

取組の実施体制を確保する。 

国の基本指針と

同じ 

基幹相談支援センターを

市内に１か所設置済。相談

支援事業所とも連携し、

相談支援体制について充

実・強化等をしていく。 

基幹相談支援センターを

市内に１か所設置済。相

談支援事業所とも連携

し、相談支援体制につい

て充実・強化等をした。 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基幹相談支援センターの設置の有無 有 有 有 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な

指導・助言件数（件／年） 
１４４件 １４４件 １４４件 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 

（件／年） 
２件 ２件 ２件 

地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 

（回／年） 
１２件 １２件 １２件 

個別事例の支援内容の検証（回／年） ２回 ２回 ２回 

基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の

配置 
２人 ２人 ２人 

松原市地域自立支援協議会における相談支援事業所の

参画による事例検討の実施（回／年）（社／年） 

２回 ２回 ２回 

８社 ８社 ８社 

松原市地域自立支援協議会の専門部会の設置 

（回／年） 

３部会 ３部会 ３部会 

９回 ９回 ９回 

 

【松原市の主な相談機関】 

・生活支援センターれいんぼう 

・まつばらピアセンター（松原市社会福祉協議会） 

・生活支援センターそうそう 

・地域生活サポートセンターいこな 

・相談支援センターふたば 

・地域支援センターばんびーの 
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（２）第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画の目標 

国の基本指針 大阪府の考え方 松原市 
松原市の 

令和８年度末目標値 

令和８年度末までに、各市町村におい
て、基幹相談支援センターを設置 

国の基本指針と

同じ 
１か所設置済 １か所設置済 

協議会における個別事例の検討を通じ

た地域サービス基盤の開発・改善等 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針と

同じ 

松原市地域自立支援協議会

における個別事例の検討を

通じて、地域課題を抽出し、

解決策について検討する。 

地域の相談支援体制の強化を図る体

制の確保 

国の基本指針と

同じ 

国の基本指針と

同じ 

松原市地域自立支援協議

会における個別事例の検

討を通じて、地域課題を

抽出し、基幹相談支援セ

ンターをはじめとした相

談支援事業所との連携強

化に努める。 

 

７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

（１）第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画の実績 

国の基本指針 
大阪府の 
考え方 

松原市の 
基準数値 

松原市の 
令和５年度末 
目標値 

実績 

令和５年度までに、障害福祉

サービス等の質を向上させ

るための取組に関する事項

を実施する体制を構築する。 

国の基本指針

と同じ 

国の基本指針

と同じ 

研修参加や審査

支払システム等

による審査結果

の体制構築 

毎年５人以上は研修に

参加し、また毎月の審

査結果におけるチェッ

ク機能を強化した。 

 

（２）第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画の目標 

国の基本指針 
大阪府の 
考え方 

松原市の 
基準数値 

松原市の 
令和８年度末目標値 

令和８年度までに、自立支援審査支払等

システム等を活用し、請求の過誤を無く

すための取組や適正な運営を行っている

事業所を確保する取組等により、障害福

祉サービス等の質を向上させるための取

組を実施する体制を構築する。 

国の基本指針

と同じ 

国の基本指針

と同じ 

請求審査ソフトを活用し、チ

ェック機能の強化を図る。 

また、事業所の指定、管理

部門と協力・連携し、適正な

指導監査等を実施する。 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研

修その他の研修への市町村職員の参加人数 
５人 ５人 ５人 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結

果の共有する体制の有無及びその実施回数 
１２回 １２回 １２回 

障害福祉サービス事業所等に対する指導監査の結

果の共有の有無及びその実施回数 
２回 ２回 ２回 
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８ 松原市子ども・子育て支援事業計画との連携 

「子ども・子育て支援法」において、「子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健

やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない」と規定

されており、効果的な支援を身近な場所で提供する体制の構築を図ることが重要です。 

「子ども・子育て支援事業計画」と調和を保ち、障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズの

把握やその提供体制の整備について、子育て支援施策と緊密に連携を図りながら、利用量を見込

み、その提供体制の整備に努めます。 

 

事業種別 
計画値（提供量） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認定こども園及び幼稚園 １，０５８人 １，０４１人 １，００８人 

認定こども園及び保育所 

０歳 １９９人 １９９人 １９９人 

１～２歳 ７２１人 ７２１人 ７２１人 

３～５歳 １，２４５人 １，２３８人 １，２１２人 

合計 
２，１６５人 

(うち障害児９０人) 

２，１５８人 

(うち障害児９０人) 

２，１３２人 

(うち障害児９０人) 

時間外保育事業 １，１５７人 １，１４３人 １，１１８人 

放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 
８９３人 ８７３人 ８６３人 

子育て短期支援事業 ４１人 ４１人 ４１人 

地域子育て支援拠点事業 ３７，０００組 ３７，０００組 ３７，０００組 

一時預かり事業（幼稚園における在園児を対象とし

た一時預かり（預かり保育）） 
４８，６８６人 ４７，９３９人 ４６，４８９人 

一時預かり事業（在園児対象型を除く）、子育て短

期支援事業（トワイライトステイ） 
４，１１６人 ３，９４９人 ３，７７４人 

病児病後児保育事業 ４，７８６人 ４，７２９人 ４，６２８人 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・ 

センター）（就学児のみ） 
４４４人 ４３４人 ４３２人 

利用者支援事業 ２か所 ２か所 ２か所 

乳児家庭全戸訪問事業 ６９４人 ６７５人 ６５３人 

養育支援家庭訪問事業 ４００回 ４００回 ４００回 

妊婦健康診査 １０，１０８件 ９，８２８件 ９，５０６件 

  


